
 

 

 

【１】計画改定の背景と目的 
  本県では、平成１９年に策定した山梨県耐震改修促進計画により、住宅・建築物の

耐震化率の目標を定めて、耐震化の促進に努めてきました。 

しかし、本県に影響のある南海トラフ地震や首都直下地震については、発生の切迫

性が指摘され、その被害は甚大と想定されている中、更なる耐震化の促進が必要であ

ることから、本計画を５年間延長し、さらなる耐震化の促進を図ります。 

 

【２】耐震化の現状と目標設定 
住宅の耐震化率について、本県の現状を検証したところ、令和２年度末の耐震化率は、

８７．３％と推計されます。（令和２年度末の目標値 ９０％） 

国が耐震化率の見直しを行うことから、本県における令和７年度末の住宅の耐震化率

の目標を次のとおりとします。 
 
 
 
 
 
 
 
 

【３】住宅の耐震化率の推移      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 山梨県耐震改修促進計画（改定）（概要版） 

住宅の耐震化率は、令和２年度末で８７．３％となり、自然更新を考慮すると令和

７年度末の耐震化率は、９０．９％と推計されます。 

耐震化率の目標である９５％を達成するには、今後５年間で自然更新に加え、施策

の実施により１３，２００戸の耐震化が必要になります。 

（％） 
（住宅の現状と耐震化が必要な戸数） 

 住   宅 

 
目 標 

令和７年度末 

耐震化率 ９５％ 

平成２７年度末（推計） 

耐震化率８５．４％ 

 

令和２年度末（推計） 

耐震化率８７．３％ 



 

 

【4】建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための施策等  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための施策 

地震時の安全対策の推進 

 

 

 

 

 

 

 

県 市町村 
建築関係 

団体 

住宅・建築物 

所有者 

連  携 

○ 所有者等は、自ら問題意識を持ち、

住宅・建築物の耐震化に取り組む 

○ 県と市町村は、建築関係団体と

連携し、耐震化の促進に取り組む 

地震に強いまちづくり 

専門技術者の養成 

 

 

 

 
 

専門技術者養成のため

の講習会開催 

 

地震発生前の対策 

・ﾌﾞﾛｯｸ塀等の転倒防止 

・ｶﾞﾗｽ・天井の落下防止 

・ｴﾚﾍﾞｰﾀｰの安全確保 

地域における取組の推進 

 
 
 
 
 

地域の自治会との連携に

よる地域ぐるみでの意識

啓発・情報提供 

法に基づく指導等 

 

 
 
 
 
 

耐震診断や耐震改修が適

確に実施されていないと

きは、必要に応じて、法

に基づく指導・助言や指

示等を実施 

所有者等の費用負担の軽減 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

耐震改修促進税制の周知・

普及 

耐震診断・改修支援事業の

実施 

・木造住宅 

・避難路沿道建築物 

ﾌﾞﾛｯｸ塀等安全確保対策支援

事業の実施 
・重要路線のﾌﾞﾛｯｸ塀の安全確保 

相談体制の整備・情報提供

の充実 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

無料相談窓口の設置 

・地震相談窓口 

・リフォーム相談窓口 

ホームページの活用、パン

フレット等配布による情

報提供 

リフォーム工事を行う者に

耐震化工事を紹介 

市町村ごとの地震ハザード

マップの活用 

低コスト工法の普及 
 
 
 
 
 
 
 

新工法の研修会開催 

（低コスト工法） 

 

低コスト工法による耐震補

強工事への支援を実施 

 

官民一体となった周知 

 

耐震化推進のための体制の

整備 
 
 
 
 
 
 

官民一体となった耐震促

進連絡会議の設置・運営 

耐震化促進連絡会議内に

耐震に関する調査・分析の

ための WG を設置 


